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特集◆南北関係の現状と課題

文在寅政権「朝鮮半島平和体制」構築の試み
西野純也

（慶應義塾大学）

はじめに

本稿は、文在寅政権が展開している「朝鮮半島
平和プロセス」について、「朝鮮半島平和体制」
構築の試みという観点から考察することを目的と
している。朝鮮半島平和プロセスとは、「分断以
降 70 年近く続いてきた南北間の敵対的緊張と戦
争の危険をなくし、朝鮮半島に完全な非核化と恒
久的な平和を定着させる（1）」ことを目指す文政権
の政策である。

2017 年 5 月に発足した文在寅政権は、北朝鮮
による第 6 回核実験や大陸間弾道ミサイル発射な
ど朝鮮半島の軍事的緊張が高まる中で戦争の危機
を避けることに力を注いできた。2018 年になる
と情勢は一転し、文政権は 3 度の南北首脳会談を
開催するとともに史上初の米朝首脳会談の実現に
も役割を果たし、朝鮮半島平和プロセスを本格的
に始動させた。しかし、2019 年 2 月の第 2 回米
朝首脳会談が事実上の失敗に終わった後、米朝関
係及び南北関係は停滞さらには後退を迫られた。
2020 年には南北首脳会談の成果である南北共同
連絡事務所を北朝鮮が爆破するなど、文政権が目
指した平和定着の試みは頓挫してしまった。文大
統領任期は 2022 年 5 月までのため政権期間すべ
てを評価することはできないが、本稿では主に
2018 年から 2020 年にかけての文政権の対北朝鮮
政策を分析の対象とする（2）。

以下ではまず朝鮮半島平和体制とは何を意味す
るのかについて若干の検討を行い、続いて文政権
が優先的に取り組んできた、朝鮮戦争終戦宣言、
米朝非核化交渉の仲裁、そして南北関係の改善、
の順に朝鮮半島平和プロセスの展開を考察して
いく。

1．	「朝鮮半島平和体制」とは何か

（1）	平和体制構築をめぐる議論
朝鮮半島の平和に関する議論、つまり朝鮮戦争

の停戦状態を外交によって平和的に終わらせるた
めの協議は、遡れば朝鮮戦争停戦の翌年に開かれ
た 1954 年のジュネーブ会談や、冷戦終結期の
1990 年代初めの南北高位級会談などで繰り返し
行われてきた。その一方で、現在の韓国で頻繁に
用いられる「朝鮮半島平和体制」という言葉が韓
国政府はじめ関係各国の公式文献等で本格的に使
用されるようになったのは、1990 年代半からのよ
うである（3）。例えば、1997 年から開かれた南北米
中による 4 者会合は、「朝鮮半島平和体制の構築
と緊張緩和のための諸般問題」を議題として 6 回
にわたり本会議を開催した（4）。その際には朝鮮半
島の平和体制構築と緊張緩和に関する 2 つの分科
委員会が設置されている。しかし、4 者会合は具
体的な成果なく 1999 年に終了した。

その後、2003 年に始まった南北日米中露によ
る 6 者会合は、2005 年 9 月に採択した共同声明
の中で、直接の当事者が「朝鮮半島における恒久
的な平和体制（5）」について協議することを明記し
た。しかしこの時も、平和体制に関する議論が本
格化することはなかった。

一方、韓国内では 2003 年に発足した盧武鉉政
権期に平和体制に関する議論が活発になった。そ
れは何よりも、盧武鉉政権が 10 大国政課題のひ
とつとして「朝鮮半島平和体制構築」を掲げたか
らである（6）。盧武鉉政権の国家安保戦略によれば、
平和体制構築とは、「朝鮮戦争の遺産として形成
された停戦体制を平和がしっかり保障される平和
体制に転換すること」であり、「相互不信と対決
による南北敵対関係を清算し、朝鮮半島での戦争
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防止を通じて恒久的な平和を実現し、これを土台
に民族共同体形成の基盤を造成する重要な契機」
になるとされていた（国家安全保障会議 2004: 36）。
但し、平和体制という概念や構成要素については
十分に説明されていなかったため、韓国内での議論
に際しても論者により平和体制の定義は様々である。

例えば、諸成鎬と金スギョンはいくつかの議論
を踏まえた上で、平和体制を「南北間の軍事的対
決状態を終息させて、和解・共存及び協力の関係
を志向するために相互間の関係を秩序ある形で規
律することにより実質的に平和的統合の方向に発
展させていく体制」と定義している（諸成鎬・金
スギョン 2019: 96）。したがって、「体制」という
言葉が使われてはいるが、平和体制とは実質的に
は南北朝鮮関係が、軍事的緊張を伴う停戦状態→
和解・協力状態→平和共存→平和統一へと至る一
連の長期的なプロセスとして理解、観念されてい
るのである。

ところが、北朝鮮が核・ミサイル開発を進めて
その能力が高度化する中で、このプロセスをどの
ように進めていくのかについて、韓国内の保守勢
力と進歩勢力の考え方や方法論の違いはさらに大
きくなり、それが外交安保政策における保守と進
歩の最大の対立軸となってきた。冷戦期から政権
を担ってきた保守は、米韓同盟を維持・強化する
ことで北朝鮮の核兵器を含む軍事的脅威に備える
ことを優先し強調してきた。一方、民主化を経て
冷戦後に政権を誕生させた進歩は、米韓同盟を重
視しつつも、停戦体制に由来する軍事的緊張状態
を解消していくことで北朝鮮に核を放棄させるこ
とを一貫して目指してきた。盧武鉉政権期の大統
領諮問委員会の資料には、恐らくこうした保守と
進歩の対立を意識したであろう次のような説明が
ある。「安定した地域平和を保障するためには、
平和維持（peace-keeping）、平和造成（peace- 
making）、そして平和体制構築（peace-building）
過程が、同時に補完的に施行されなければならな
い。平和維持は軍事的抑止と同盟を通じて戦争を
予防することである。平和造成は予防外交、信頼
構築措置、軍備統制、軍縮等を通じて平和を安定
的に管理することである。しかし、平和維持や平
和造成だけでは安定して持続可能な平和を保障で

きない」（大統領諮問東北亜時代委員会 2005: 21）。
この文章は、保守と進歩の外交安保政策は必ずし
も相互排他的ではなく補完的であることを説いて
はいるが、現実政治の場では北朝鮮問題をはじめ
外交安保政策をめぐって保守と進歩の激しい対立
は続いた。そのため、保守勢力による李明博・朴
槿恵政権期には平和体制の構築に関する議論は下
火となった。

（2）	「文在寅の朝鮮半島政策」
文在寅政権の発足を受けて、朝鮮半島平和体制

構築は再び韓国政府の外交安保政策の最重要課題
のひとつとして登場した。文在寅政権は 5 大国政
目標のひとつに「平和と繁栄の朝鮮半島」を掲げ
て盧武鉉政権の外交安保政策を引き継ぐ姿勢を見
せた。また 2017 年の大統領選挙期間中には、文
在寅氏は李明博・朴槿恵政権の外交安保政策を、
南北関係を悪化させて朝鮮半島の緊張を高めただ
けの「偽りの安全保障」だと厳しく批判した。そ
して、自身が当選した場合には南北対話を通じて
緊張緩和を図る「真の安全保障」を実現すると主
張した。既に事実上の大統領選挙キャンぺーンが
始まった 2016 年末には、大統領になれば「真っ
先に平壌に行く」とも述べ南北対話への強い意志
を示していた。但し、選挙当選翌日の就任の辞に
おいて文大統領は、必要であればすぐにワシント
ンに向かうとした上で、北京、東京にも行き、そ
して条件があえば平壌にも行く、と述べて関係各
国との協調を重視する姿勢を見せた。

文在寅政権の対北朝鮮政策が包括的に明らかに
なったのは、政権発足から約 2 ヶ月後、2017 年 7
月の文大統領訪独時であった。ベルリンでの政策
演説で文大統領は、金大中・盧武鉉という「2 つ
の政権の努力を継承すると同時に、韓国のより主
導的な役割を通じて朝鮮半島平和体制を構築する
大胆な旅程を始めようと思います（7）」と明らかに
した。文政権の国家安保戦略によれば、朝鮮半島
平和体制とは「停戦協定体制を代替するもので、
平和が実質的かつ制度的に保障された状態を意味
する。すなわち南北が敵対関係を清算し、平和的
に共存しながら共同繁栄と平和統一を志向する状
態」（国家安保室 2018: 40）である。文政権もまた
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盧武鉉政権の議論と同様に、平和体制を平和的統
一に至るまでのプロセスとして捉えていることが
わかる。事実、統一部の説明資料には、「文在寅
政権は平和体制を過程として認識し、朝鮮半島の
平和に関する諸問題解決のための包括的・段階的
アプローチを推進」（統一部 2018）すると記され
ている。統一はあくまで長期的な目標であって当
面は平和共存と共同繁栄を実現する、それらを時
間をかけて定着させていき、さらにその先に統一
を見据える、というのが文政権の推進する平和体
制の構築である。そのために、北朝鮮核問題の解
決を目指し、同時に軍事的な緊張緩和を制度化し、
あわせて南北経済共同体に向けた取り組みを文政
権は進めてきた。

2017 年 11 月に文在寅政権の対北朝鮮政策は
「文在寅の朝鮮半島政策」としてまとめられた（統
一部 2017a）。説明資料によれば、「文在寅政権」
ではなく「文在寅」にしたのは、政権が一方的に
政策を決めるのではなく国民と共に政策内容を決
める、特定政権の任期に限った政策ではなく持続
可能な政策にする、との思いを表現したのだとい
う。さらに「対北朝鮮政策」ではなく「朝鮮半島
政策」としたのは、政策領域・視野を北朝鮮に限
定せずに北東アジア、国際社会にまで広げるとの
意思表示であった（統一部 2017b）。文政権の対北
朝鮮政策は理念先行で南北関係優先とのイメージ
が強いが、政権自らはバランスを取ろうと意識を
していたことがわかる。
「文在寅の朝鮮半島政策」は 2 大ビジョンとし

て「平和共存」と「共同繁栄」を、3 大目標とし
て「北朝鮮核問題解決と恒久的平和定着」、「持続
可能な南北関係発展」、「朝鮮半島新経済共同体の
実現」を掲げるとともに、目標実現のための 4 大
戦略として、「段階的・包括的アプローチ」、「南
北関係改善と北朝鮮問題解決の並行推進」、「制度
化による持続可能性の確保」、「互恵的協力による
平和的統一基盤の構築」を設定した。いずれの要
素も文大統領のベルリン演説に盛り込まれていた
ものであるが、北朝鮮の非核化は「段階的・包括
的」に、そして南北関係の改善と「並行」して解
決していくべきとの立場を改めて闡明したものと
なっている。

文大統領はベルリン演説で、「朝鮮半島の非核
化は国際社会の一致した要求であり朝鮮半島の平
和のための絶対条件」と述べて平和体制構築には
核問題の解決が不可欠との認識を示しつつも、

「北朝鮮核問題は過去よりもはるかに高度化し難
しくなりました。段階的かつ包括的なアプローチ
が必要です」と述べ、北朝鮮の核・ミサイル能力
の高度化によって問題を一気に解決することは困
難であるとの認識を示した。そして、「恒久的な
平和構造を定着させるためには終戦と共に関連国
が参加する朝鮮半島の平和協定を締結しなければ
なりません。北朝鮮核問題と平和体制に対する包
括的アプローチで完全な非核化と共に平和協定の
締結を推進します」と、まず朝鮮戦争の終戦、そ
して次に平和協定の締結を進め、このプロセスと
並行して非核化を実現するとの認識も示していた。

2．	終戦宣言実現への取り組み

（1）	「板門店宣言」での確認
2018 年になると金正恩委員長の「新年の辞」を

契機に朝鮮半島情勢、南北関係は一気に緊張緩和
へと向かった。2 月に平昌五輪に際して金与正・
朝鮮労働党中央委員会第 1 副部長らのソウル訪問、
3 月に文大統領特使団の平壌訪問が実現し、4 月
27 日ついに文在寅大統領と金正恩委員長の南北
首脳会談（第 3 回南北首脳会談）が開かれるに
至った。この時の国際社会の関心は、北朝鮮の非
核化に向けた協議や合意がどの程度なされるのか
にあったが、過去に北朝鮮は、核問題は米朝間の
議題であるとして南北間での本格的な協議を拒否
してきた。しかし今回は、南北首脳会談後に史上
初となる米朝首脳会談が控えているということも
あり、そのため南北首脳会談は米朝首脳会談の事
前準備として位置づけられたことから、北朝鮮は
米朝間で仲介者の役割を果たしている韓国とも非
核化問題について議論を行った。但し、文大統領
と金委員長が署名した「朝鮮半島の平和と繁栄、
統一のための板門店宣言」（以下、「板門店宣言」
と略記）には、「南と北は、完全な非核化を通じ、
核のない朝鮮半島を実現するという共通の目標を
確認した（8）」とのみ記され、非核化に向けた具体
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論は米朝首脳会談に委ねられた。
北朝鮮の非核化という観点からは不十分であっ

たが、文在寅政権にとって「板門店宣言」は、朝
鮮半島平和体制構築のスタートになりうる成果で
あったと言える。それは同宣言が、①南北関係の
改善と発展の実現、②朝鮮半島の軍事的緊張緩和
のための共同努力、③恒久的で強固な平和体制構
築のための積極的な協力、の 3 つの柱から成り
立っていることからもわかる。3 つの柱の中には
さらに多数の個別的な措置（過去の南北合意の履
行、南北共同連絡事務所の設置、南北不可侵合意
の再確認、軍事的な信頼構築と段階的軍縮の実現
など）が記されているが、前節で検討した平和体
制構築という観点から特に重要なのが「終戦宣
言」に関する事項である。「板門店宣言」では、
停戦協定締結 65 周年である 2018 年に「終戦を宣
言し、停戦協定を平和協定に転換し、恒久的で強
固な平和体制を構築するため、南北米 3 者または
南北米中 4 者会談の開催を積極的に推進」してい
くことが謳われていた。周知の通り、この一文は
盧武鉉政権期の 2007 年 10 月に開催された第 2 回
南北首脳会談の合意（「南北関係の発展と平和繁
栄のための宣言」、以下「10・4 宣言」と略記）
を念頭に置いたものである。「10・4 宣言」の文
言「停戦体制を終息させ、恒久的な平和体制を構
築していかなければならないことで認識を共にし、
直接関連する 3 者または 4 者の首脳が朝鮮半島地
域で会い、終戦を宣言する問題を推進するために
協力（9）」すると比べると、「板門店宣言」は「平
和協定に転換」とさらに踏み込んだ記述になって
いる。

もちろん、南北が平和体制の構築を推進してい
くといっても、韓国と北朝鮮が目指す平和体制の
中身が異なることは明らかである（10）。文大統領
がベルリン演説で「韓国のより主導的な役割」を
唱えたことなどからわかる通り、米中両国の関与
を前提としつつも南北が主導する平和体制こそ、
文政権の目指すかたちである。一方、北朝鮮はで
きるだけ韓国を排除しつつ、米朝 2 国間で平和体
制を構築しようとしてきた。したがって、2018
年 6 月にシンガポールで開催された米朝首脳会談
の共同声明 4 項目のうち、はじめの 2 つ「新たな

米朝関係の樹立に取り組む」、「朝鮮半島における
永続的で安定した平和体制構築のため共に努力す
る（11）」との項目は、北朝鮮が望む平和体制に沿
うものであった。文政権は北朝鮮のこうした思惑
を十分認識しているからこそ、文大統領もシンガ
ポールに出向いて南北米 3 者による首脳会談を行
い、そこで終戦宣言をすることを強く希望したの
であろう。

しかし、シンガポールで終戦宣言がなされるこ
とはなかった。米朝首脳会談の準備過程でトラン
プ大統領は終戦を宣言することに前向きであった
が（ボルトン 2020: 117）、首脳会談で終戦宣言に
見合うと米国が考える非核化措置を北朝鮮から引
き出すことができなかったからである（12）。北朝
鮮は 5 月 24 日に豊渓里にある核実験場の坑道を
爆破したが、国際的な査察官の立ち合いや検証を
認めない一方的な措置であった。

米朝共同声明には「『板門店宣言』を再確認し、
北朝鮮は朝鮮半島における完全な非核化に向けて
努力すると約束する」とは記されたが、非核化の
具体的措置は示されなかった。そのため終戦宣言
は見送られたが、トランプ大統領は首脳会談終了
後の記者会見において、米韓合同軍事演習を中止
すること、そして将来的には駐留費用のかかる在
韓米軍を撤収させたいとの意向を示した（13）。合
同軍事演習や在韓米軍に関する事項は同盟国・韓
国との緊密な協議や調整が不可欠であるが、トラ
ンプ大統領は韓国との調整なしに意向を表明した
だけなく、演習中止と引き換えに北朝鮮から具体
的措置を引き出そうともしなかった。

（2）	低下する終戦宣言への気運
米韓共同声明で約束された高官協議のため、ポ

ンペオ国務長官は 7 月上旬に平壌を訪問して金英
哲・朝鮮労働党統一戦線部長との交渉に臨んだが
合意を見出すことはできなかった。北朝鮮はポン
ペオ長官訪朝後に外務省報道官談話を発表して、

「米国側は（中略）申告だの、検証だのと言って、
一方的で強盗さながらの非核化要求だけを持ち出
した」「情勢の悪化と戦争を防止するための基本
問題である朝鮮半島の平和体制構築問題について
は一切言及せず、すでに合意された終戦宣言問題
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までいろいろな条件と口実を設けて遠く後回しに
しようとする立場を取った（14）」と述べて終戦宣
言を強く求める姿勢を見せた。

北朝鮮は 8 月 9 日にも『労働新聞』に「終戦宣
言の発表が優先的行程である」と題する論評を掲
載して、「終戦宣言の発表が停戦協定を平和協定
に転換し、朝鮮半島で恒久的な平和を実現し得る
前提となる、終戦宣言の発表によって米朝間の信
頼醸成を実現し、平和協定締結へと移行するのが
自然」であるとの見方を紹介して終戦宣言の実現
を求めた。しかし、8 月下旬に予定されていたポ
ンペオ長官訪朝の中止などが象徴するように米朝
交渉は不調に終わり、終戦宣言と核関連施設申告

（非核化対象リストの提出）との取引は成立しな
かった。

上記のような米朝首脳会談以降の両国のやりと
りを見れば、2018 年 6 月から 8 月にかけて北朝
鮮が米国から終戦宣言を何とか引き出そうとする
一方、米国は終戦宣言のためには北朝鮮から非核
化対象リスト（核関連施設、核物質、核弾頭の保
有量や所在を明らかにしたもの）の提出、すなわ
ち完全な非核化に向けた「申告」が必要との立場
を固守したことがわかる。一方、こうした駆け引
きが展開されている間、文政権は終戦宣言実現の
ために実質的な役割を果たすことはできなかった。
米朝首脳会談実現までは、米朝首脳を引き合わせ
る「仲介者」として文大統領が役割を果たしたこ
とは間違いない。5 月 22 日にはワシントンで米
韓首脳会談、5 月 26 日には急遽板門店で金委員
長と 2 回目の会談（第 4 回南北首脳会談）を行い、
史上初の米朝首脳会談実現のために尽力した。し
かし、トランプ大統領と金委員長の間に直接の
チャネルが開かれた後、米朝関係における文政権
の役割は限定的なものとなり、米朝交渉の中身や
行方に直接影響を及ぼすような「仲裁者」として
の役割は果たすことができなかった。それでも、
文大統領は引き続き停滞した米朝の交渉を打開す
べく、米朝双方に対する働きかけを続けた。

8 月に予定されていたポンペオ長官の訪朝が中
止されると、9 月 5 日に文大統領は再び特使団を
平壌に派遣した。金委員長との面談において完全
な非核化への意思を再確認すると共に、9 月 18-20

日に文大統領が平壌を訪問することで合意した。
平壌での南北首脳会談の合意文書「9 月平壌共同
宣言」は、北朝鮮の非核化に向けた措置として、
①東倉里のミサイルエンジン実験場と発射台を永
久的に廃棄することと、②米国の講じる措置に応
じて寧辺の核施設の永久廃棄といった追加的措置
を取る用意があること、の 2 つを明記した（15）。南
北の合意文書に北朝鮮の非核化措置を盛り込んだ
ことは文政権にとって大きな成果になるはずで
あった。北朝鮮がこれら措置を実行すれば、米朝
関係の進展が見込まれたからである。しかし、結
果的に「9 月平壌共同宣言」発表によっても、終
戦宣言のための環境は整わなかった。米国の交渉
スタンスは 6 月以降大きく変わらず、東倉里実験
場と寧辺核施設の廃棄だけでは終戦宣言に見合わ
ないとの立場だったからである。

そのため、文大統領は北朝鮮が主張する「段階
別・同時行動原則」を念頭におきつつ、米国に柔
軟なアプローチをとることを提唱しだした。例え
ば、9 月 25 日の米フォックス・ニュースとのイ
ンタビューで文大統領は、米国側がまず取れる措
置として、北朝鮮側が求める終戦宣言や経済制裁
緩和の他にも、人道支援や芸術団交流、核施設廃
棄に向けた平壌連絡事務所の設置、米朝による経
済視察団交換など「多様な方式」があること、そ
して、それにより敵対関係を終わらせて新たな米
朝関係を樹立することができる、との考えを表明
したのである（16）。

また、韓国内だけでなく米国内にもある終戦宣
言が韓国防衛に及ぼすであろう悪影響に対する懸
念や警戒感を意識して、文大統領はニューヨーク
訪問時のシンクタンクでの演説で、「終戦宣言は
敵対関係を終わらせるための政治的宣言に過ぎず、
平和協定締結までは停戦状態が維持されるため、
国連軍司令部や在韓米軍の地位に何ら影響はな
い」旨を重ねて述べ、終戦宣言の早期実現に理解
を求めた（17）。9 月 24 日の米韓首脳会談では、金
正恩委員長が確固たる非核化への意思を持ってい
ることを改めてトランプ大統領に伝えた（18）。

康京和外交部長官も 10 月 3 日ワシントン・ポ
ストとのインタビューにおいて、北朝鮮への非核
化リスト提出（申告）要求は後回しにて、米朝間
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での信頼醸成措置をまず行うべきであること、そ
して寧辺の核施設廃棄と終戦宣言の交換が優先的
な相互措置になり得る旨を述べた。過去の北朝鮮
非核化への取り組みが申告の段階で失敗してきた
ことを念頭に、従来とは異なるアプローチの必要
性を提起したのである（19）。

こうした平壌およびニューヨークにおける文大
統領の外交努力にもかかわらず、10 月上旬のポ
ンペオ国務長官訪朝の際も、米朝間では終戦宣言
と非核化措置での対立が続いた（20）。一方で、10
月以降、北朝鮮は終戦宣言よりも経済制裁の解除
や緩和を強く求めるようになり、終戦宣言の実現
をめぐる外交は後景に退いていった。

3．	米朝非核化交渉の停滞

（1）	「完全な非核化」対「制裁解除」
北朝鮮が経済制裁の解除や緩和を優先的に求め

るようになったことで、米朝関係が停滞から抜け
出すことはさらに難しくなった。そのことを劇的
に示したのが「合意なし」つまり事実上の失敗に終
わったハノイでの第 2 回米朝首脳会談であった（21）。

振り返れば、2019 年 2 月末のハノイ米朝首脳
会談を前に、文在寅政権だけでなく関係各国の間
では、米朝両国による合意実現が現実味を持って
語られていた。米朝実務者交渉を担当するスティー
ブン・ビーガン特別代表が1月31日にスタンフォー
ド大学で行なった講演（22）は、北朝鮮が主張する

「段階的・同時行動原則」を考慮した柔軟なアプ
ローチを示唆していたからである。ビーガン氏は、
米国の対北朝鮮政策の基軸は「最終的かつ完全に
検証された非核化（FFVD）」であるとしつつも、

「シンガポール共同声明のすべての約束を同時か
つ並行的に進める準備ができている」ことを示し
た。そして質疑応答の際には、「非核化が達成さ
れるまで制裁は解除しない」という文言の解釈に
注意するよう喚起しつつ、「我々は相手がすべて
を実行するまで何もしないとは言っていない」と
述べた。つまり、北朝鮮の取る措置に応じて制裁
の「緩和」（解除ではない）があり得ることを示
唆したのである。

しかし、ハノイではトランプ大統領が経済制裁

解除の対価に完全な非核化措置を求める「ビッグ・
ディール」（big-for-big）を提案し、金委員長はこ
れを受け入れなかった。それではなぜトランプ大
統領はハノイ会談で「ビッグ・ディール」を提案
したのであろうか。その理由のひとつは首脳会談
前の実務者協議にあった。2 月 6-8 日には平壌で、
そして 2 月 21 日からはハノイで米朝は実務者協
議を行ったが、北朝鮮側は「完全な非核化」の定
義と具体的措置を扱うことを避け続けたという。
一方、米国側は、北朝鮮が非核化措置を取る際の
見返りを示したとのことである。例えば読売新聞

（2019 年 4 月 6 日付）によれば、北朝鮮が寧辺の
核施設を完全に廃棄すれば、米国は朝鮮戦争の終
戦宣言と連絡事務所の相互設置に応じること、さ
らに北朝鮮が完全な非核化を実現すれば経済制裁
を解除し経済支援を行うとのロードマップを準備
していた。経済制裁の段階的な緩和や解除は認め
ず、完全な非核化と一括で取引する方針であった。

実は、こうした方針は 2 月 21 日にホワイト・
ハウスが発出したファクト・シートで示されてい
たとも言える。ファクト・シートは、「シンガポー
ルで両首脳が交わした約束をさらに進展させる」
とした上で、その約束としてシンガポール米朝共
同声明の 3 つの項目である①新たな米朝関係の樹
立、②永続的で安定した平和体制の構築、③朝鮮
半島の完全な非核化を挙げていた。そして同時に、

「北朝鮮が完全な非核化の約束を達成すれば、経
済発展の選択肢を確保するよう取り組む」、「米国
と友好国は北朝鮮において、いかに投資を集め、
インフラ（社会基盤）を改善し、食糧安全保障を
高めるかを検討する用意がある」と、完全な非核
化と経済発展の選択肢を交換条件として提示して
いた（23）。

ボルトン国家安保担当補佐官は 2019 年 3 月は
じめのメディア・インタビューにおいて、トラン
プ大統領がハノイ首脳会談の場でビッグ・ディー
ル提案が書かれた文書を金正恩委員長に渡したこ
とを明らかにした（24）。そのビッグ・ディール文
書の内容を報じたのが 3 月 29 日のロイター通信
である。文書には米国が求める非核化の定義とし
て、「北朝鮮の核施設、化学・生物兵器プログラ
ムとこれに関連する軍民両用施設、弾道ミサイル、
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ミサイル発射装置および関連施設の完全な廃棄」
が記載され、具体的な措置として「①核開発計画
の完全な申告と米国を含む国際査察団の全面的な
査察受け入れ、②あらゆる核関連活動の停止と新
規の関連施設の建設中止、③全ての核関連施設の
廃棄、④核開発に携わる科学者・技術者の商業部門
への異動」を北朝鮮が実行することを求めていた（25）。

確かに、このような非核化の定義と具体的措置
は、シンガポール米朝首脳会談において米国が北
朝鮮に求めることが想定されていた内容であった。
実際にシンガポール会談の前日まで、ポンペオ国
務長官はじめ米国政府関係者は繰り返し「CVID」

（完全かつ検証可能で不可逆的な非核化）の実現
を主張していた（26）。また、メディアや専門家は、
かつての米国とリビアの交渉経験になぞらえて

「リビア方式」や「フロント・ローディング」と
いう用語を頻繁に使い、米国が「先・非核化措置、
後・報償」の方針であることを報じていた。

一方、金正恩委員長は、寧辺の核施設を放棄す
るという「部分的非核化」あるいは「象徴的非核
化」をもって、国連安保理決議による経済制裁の
核心的措置の解除を求めた。北朝鮮は 2018 年か
ら一貫して「段階的・同時並行アプローチ」を主
張しており、ハノイでも米国がビッグ・ディール
を追求するよりは、着実な合意を積み重ねる手法
をとると見られていたにもかかわらずである。過
去の北朝鮮からすれば金委員長の要求は性急なア
プローチであり、結果的に「合意なし」の一因と
なった。平壌を出発してハノイに向かう金委員長
の動静報道を大々的に伝えた北朝鮮メディアから
は、第 2 回米朝首脳会談での成果に対する大きな
期待感がうかがわれた（27）。しかし、ハノイ会談
が事実上の失敗に終わったことで金委員長の国内
的威信は大きく傷ついたであろう。

トランプ大統領は首脳会談後の記者会見で、「北
朝鮮側は制裁を全て解除してほしいと求めた」と
表現した（28）。実際に北朝鮮側が求めたのは、李
容浩外相が会談後の深夜の記者会見で明らかにし
たように、「国連制裁決議 11 件のうち 2016 年か
ら 2017 年まで採択された 5 件」であった。李外
相はそれを「国連制裁の一部、すなわち民需経済
と人民生活に支障を与える項目の制裁」だけであ

ると主張した（29）。しかし、それら 5 件は、原油
および石油精製品の厳しい輸入制限、石炭・鉄鉱
石などの輸出禁止を北朝鮮に課すものであり、経
済制裁の中で最も重要な措置である。そのため、
トランプ大統領が「全面解除を要求された」と認
識したのも無理はなかった。

（2）	文政権による仲裁の試み
米朝首脳の間で仲裁者の役割を果たそうとして

きた文在寅大統領にとっても、ハノイ会談の結果
は大きな痛手であった。それでも文大統領は、翌
日の「3・1 節」演説において米朝首脳が「長時間
の対話を交わし、相互理解と信頼を高めただけで
も意味のある進展であった」と会談を評価し、「ト
ランプ大統領が見せてくれた、持続的な対話の意
思と楽観的な展望を高く評価する」と述べた。そ
して、韓国政府が米朝双方との緊密なコミュニ
ケーションと協力を通じて米朝対話の完全な妥結
を導くとの決意を改めて表明し、南北が新たな経
済共同体をつくる「新朝鮮半島体制」を目指すと
述べた。そのために金剛山観光と開城工業団地の
再開について米国と協議する意向も示した（30）。

さらに文大統領は自らが主宰した 3 月 4 日の国
家安全保障会議で、①米朝の立場の違いを埋める
ことができる方策、②現在の対北朝鮮政策の枠組
みの中で南北関係の発展を米朝対話につなげるこ
とができる方策、③「新朝鮮半島体制」概念の明
確化と実践可能な短期的、中長期的ビジョン、の
3 つを準備するよう指示を出した（31）。

ハノイ米朝首脳会談が合意なしに終わった大き
な理由のひとつは、北朝鮮側が国連安保理決議に
よる経済制裁の解除・緩和にこだわったことに
あったが、実は文在寅政権もかねてから経済制裁
の緩和を望んでいた。というのも、文政権が対北
朝鮮政策（「文在寅の朝鮮半島政策」）の目標とし
て掲げた南北関係の発展や経済共同体の実現は、
南北経済協力の実施、より具体的には韓国の対北
朝鮮経済支援が不可欠であったからである。しか
し、国連安保理決議による経済制裁により、文政
権は北朝鮮との経済協力事業を実施できない状況
が続いていた。にもかかわらず、「板門店宣言」
では多数の南北経済事業で合意した「10・4 宣言」
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の事業を履行することが明記されていたし、「9
月平壌共同宣言」には条件が整えばとしながらも、
開城工業団地と金剛山観光の再開が盛り込まれた。
この「条件が整えば」というのが経済制裁の緩和
である。そのため文政権にとっても、対北朝鮮経
済制裁の緩和は、目標実現を目指すのであれば早
い段階で実現したいものであった。

したがって、「板門店宣言」や「9 月平壌共同
宣言」に盛り込まれた南北協力事業を推進したい
韓国と、北朝鮮の非核化措置がない限り対北朝鮮
経済制裁は維持すべきとの米国との立場の違いを
しっかりと調整し、すり合わせて行くことが米韓
両国にとっては重要であった。そのための協議の
枠組みとなったのが米韓ワーキング・グループ

（WG）である。米韓の対北朝鮮政策担当者によ
る 2018 年 11 月の初回協議では、朝鮮半島の完全
な非核化と恒久的平和、国連安保理決議の履行、
南北協力に関する懸案が議論され、協議の定例化
が合意された（32）。しかし協議を重ねるにつれて、
米韓 WG では文政権が米国の立場を受け入れて
ばかりで南北協力が実施できない、との批判と不
満が文政権の支持層から出るようになった（33）。文
政権とその支持層は、米韓 WG での政策調整が南
北協力の進展をもたらすことを期待していたが、
実際には全く期待通りにはならなかったのである。

経済制裁の緩和について国際社会からの理解を
得ることもまた難しかった。既に見たように、文
大統領は 2018 年 9 月以降、終戦宣言や国連安保
理制裁の例外措置適用を米国はじめ国際社会に働
きかけてきた。ニューヨーク訪問時には米韓首脳
会談だけでなく、シンクタンクでの演説やメディ
ア・インタビュー等で、主に米国側に柔軟なアプ
ローチを促してきた。加えて 10 月の欧州訪問時
には、文大統領はイギリス、フランス、ドイツ首
脳らと会談し、「北朝鮮の非核化が後戻りできな
い段階に至れば、国連制裁を緩和して非核化をさ
らに促進すべき」との立場を繰り返し表明した。
しかし、「後戻りできない段階」の定義は示さな
かったし、各国首脳からはまずは北朝鮮による具
体的な非核化措置が必要との消極的な立場が示さ
れるにとどまっていた（34）。

ハノイ米朝首脳会談の結果を踏まえて、文大統

領はワシントン DC を訪問して 4 月 11 日の米韓
首脳会談に臨んだ。米韓首脳会談に際して文政権
は、ハノイ会談で明確になった米朝双方の交渉
ポジションの違いを少しでも埋めるための折衷
案の提示に努めた。それが「グッド・イナーフ・
ディール」（good enough deal）あるいは「早期
収穫」（early harvest）論として語られたものであ
る（35）。それはすなわち、米国が提案した「ビッグ・
ディール」と北朝鮮が主張する「段階的・同時行
動原則」（あるいは「スモール・ディール」）を折
衷した提案で、まずは非核化の定義とロードマッ
プについて米朝で包括的合意を行い、それを段階
的に履行していく、という方式である。そして、
経済制裁の一部緩和を段階的履行の早期に行うこ
とで米朝間の信頼構築を促し、あわせて非核化プ
ロセスの前進に繋げることを意図していた。ハノ
イ会談での米国の「ビッグ・ディール」方式、即
ち北朝鮮の完全な非核化までは経済制裁を解除し
ないという「全てか無か」（all or nothing）方式を
北朝鮮側が受け入れることは無理との認識に基づ
く折衷案である。文大統領が「早期収穫」つまり
北朝鮮への対価として念頭においていたのは開城
工業団地と金剛山観光の再開である。非核化プロ
セスの初期段階での見返り提供に消極的な米国に
代わって韓国が北朝鮮にインセンティブを与えよ
うとしたのである。

しかし、トランプ大統領は文大統領との会談に
際して、記者たちの質問に答える形で、①現時点
で米国が求めているのはビッグ・ディールである
こと、②現行レベルの制裁を維持すべきであるこ
と、③現時点では開城工業団地と金剛山観光の再
開は適切でないこと、との立場を改めて明らかに
した（36）。この時点での文大統領の訪米成果は、
トランプ大統領自らが第 3 回米朝首脳会談はあり
得ると述べたことと、人道支援には反対しない立
場を示したことにとどまった。2 ヶ月後の 2019
年 6 月にはトランプ大統領の訪韓時に板門店にお
いて事実上の第 3 回米朝首脳会談が実現した。10
月にはストックホルムで米朝実務者協議が行われ
たが物別れに終わった。結局、トランプ政権時に
おける米朝協議の到達点はシンガポール共同声明
までであった。
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4．	南北協力を目指す文政権

（1）	南北関係後退の危機
トランプ大統領から終戦宣言も経済制裁緩和

も引き出すことができなかった金正恩委員長は、
2019 年 12 月の朝鮮労働党中央委員会第 7 期第 5
回総会において米国との対決を長期戦と規定し、
経済再建などで「正面突破」を図る方針へと転換
した。しかし、国際社会による経済制裁に加え、
コロナ禍での国境封鎖、そして台風や水害被害と
いう「三重苦」により、北朝鮮経済は 2020 年に
一層苦境に陥った。同年 8 月の党中央委員会第 7
期第 6 回総会では、2016 年の第 7 回党大会で採
択した国家経済発展 5 ヵ年戦略が達成できないこ
とが明らかにされ、2021 年 1 月に第 8 回党大会
を開いて新たな 5 ヵ年計画を策定することが決定
された。

文在寅政権は 2020 年に入ると「三重苦」の北
朝鮮に対する支援、特に新型コロナウイルス感染
症と関連した対北朝鮮人道支援の実現を目指した。
こうした支援を望む韓国の意向は、文大統領自ら
によって繰り返し表明された。まず 1 月 7 日の新
年辞において文大統領は、「戦争不容、相互安全
保障、共同繁栄という朝鮮半島平和のための 3 原
則を守るには国際的解決が必要だが、南北協力で
できることもあります。南と北が真摯に共に議論
することを提案します」と述べ、国連安保理決議
による経済制裁など北朝鮮問題をめぐる厳しい国
際的環境の制約を意識しつつも、その中で南北の
協力分野を探していくべきとの考えを表明した（37）。

続く 1 月 14 日の新年記者会見でも文大統領は
同様の考えを示した。「米朝対話は膠着状態にあ
るが、南北間で今の時点で我々ができる様々な現
実的方案を探して南北関係を最大限発展させてゆ
けば、それ自体が良い事であるだけでなく、それ
が米朝対話に良い効果を及ぼす好循環の関係を結
ぶことになる」との見方を示した。そして、「も
ちろん国際制裁という限界があるため、南北がで
きる協力に制限があるのは事実です。しかし、制
限された範囲内でも、南北がいつでもできる事が
あります。まず接境地域協力のようなものはでき
ます。また個別観光のようなものは国際制裁に抵

触しないため十分に模索できると思います」と述
べて具体的な支援、協力方法も語った（38）。

文大統領が述べた南北協力を現実のものとする
ため、例えば 2 月 10、11 日には米韓両国当局者
による協議（米韓 WG）が開催された際、外交部
だけでなく統一部からも南北協力構想について米
国側に説明をして支持を求めるなどの対米説得外
交も展開された（39）。4 月 18 日の文大統領とトラン
プ大統領の電話首脳会談では、「コロナ関連で北
朝鮮に対する人道支援の原則を再確認した（40）」

コロナ禍の状況を受けて、2020 年春以降、文
政権は北朝鮮に対して繰り返し保健衛生協力の実
施を呼びかけるようになった。文大統領は「3・1
節」演説で、コロナ禍における国際的協力の必要
性を想起しつつ、「北朝鮮とも保健分野の共同協
力を望みます」と述べたし（41）、板門店宣言 2 周年

（4 月 27 日）の際には青瓦台秘書陣との会議で「コ
ロナ危機が南北協力の新しい機会になり得る」と
の認識を示した（42）。大統領就任 3 周年の特別演
説（5 月 10 日）では、コロナ防疫が成功してい
るとの自信を背景に、「人間安保（ヒューマン・
セキュリティ）を中心に据えて、コロナ時代の国
際協力を先導していきます。（中略）南と北も人
間安保で協力してひとつの生命共同体となり平和
共同体へと進むことを希望します」と述べた（43）。

南北協力を主管する統一部は、こうした文大統
領の発言と軌を一にする形で、韓国政府が過去に
北朝鮮に課した制裁措置は、南北協力を進める障
害にはならないとの解釈を示した。5 月 20 日の
ブリーフィングで統一部代弁人は、2010 年 3 月
の哨戒艦「天安」沈没を受けて発動した対北朝鮮
制裁措置（いわゆる「5・24 措置」）に関する質
問に対して、「事実上の実効性は大部分消失して
おり、南北協力を進める障害にはならない」旨の
見解を披歴した（44）。しかし、文政権による繰り
返しの支援や協力の表明にもかかわらず、北朝鮮
は韓国を非難し続けた。例えば金正恩委員長は、
2021 年 1 月の第 8 回党大会での報告において、
韓国が「防疫協力、人道的協力、個別観光のよう
な非本質的な問題」のみ取り上げていると糾弾
した。

こうした文政権に対する北朝鮮の挑発的、否定
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的言動は 2020 年 6 月に頂点に達した。挑発のス
タートとなったのは、6 月 4 日の『労働新聞』に
掲載された金与正・朝鮮労働党中央委員会第 1 副
部長の談話であった。同談話で金与正氏は、韓国
の脱北者団体による「反共和国ビラ」を批判する
とともに、開城工業地区の完全撤去、南北共同連
絡事務所の閉鎖、南北軍事合意の破棄の可能性を
示唆した。南北共同連絡事務所は「板門店宣言」
の成果のひとつで、開城工業団地の敷地内に 2018
年 9 月に開設されていた。金与正氏は 13 日に再
び談話を出してこの事務所がある建物の爆破を予
告し、16 日には爆破を実行して国内外にその様
子を公開したのである。爆破翌日にも金与正氏は
談話を出し、米韓同盟を重視して何もできない文
在寅政権の「根深い事大主義」を強く非難した。
文政権が大統領特使として鄭義溶・国家安保室長
らの派遣意向を伝えてきたことを暴露するなど、
韓国との対話を拒絶する姿勢も見せた（45）。

一方、南北軍事合意は破棄には至らなかった。
南北軍事合意とは、文大統領の平壌訪問時に南北
の国防責任者が署名した「板門店宣言履行のため
の軍事分野合意書」を指している。南北軍事合意
は、平和体制構築のために南北間の軍事的緊張緩
和と信頼醸成を重視する文政権にとっては、朝鮮
半島平和プロセスの中での重要な成果である。文
政権は平壌首脳会談直後から軍事分野合意書を迅
速かつ着実に履行することで、南北間の軍事的緊
張緩和と信頼醸成を進めることに力を注いできた。
2018 年 10 月には共同警備区域（JSA）が非武装
化され、11 月には非武装地帯（DMZ）の監視哨
所（GP）撤去などの措置が進んだ。しかし、軍
事的な緊張緩和を本格化させるために必要な「南
北共同軍事委員会」の立ち上げは北朝鮮側の消極
的な態度により実現をみていない。

2020 年 6 月の北朝鮮の挑発的な言動に対して
文政権はどのような対応を取ったのであろうか。
当初の対応は非常に抑制の効いたものであった。
対北朝鮮ビラ散布については「板門店宣言」及び
国内関連法に違反するとの観点から 6 月 11 日に
国家安保室が立場文を発表して、「一部民間団体
が対北ビラ及び物品を撒き続けてきたことに対す
る深い遺憾を表明」した（46）。北朝鮮の主張を受

け入れるかのような立場表明に対しては、韓国内
で野党や保守系メディア等から政府批判の声が上
がった。それでも文政権と与党は、ビラ散布を制
限するために「南北関係発展に関する法律」改正
を目指し、2020 年 12 月に同法改正案は国会で可
決された。但し、南北共同連絡事務所の爆破後に
は、文政権は国家安全保障会議（NSC）常任委員
会緊急会議を開催して「強い遺憾」を表明すると
ともに、「北側が状況を引き続き悪化させる場合、
我々はそれに強力に対応することを厳重に警告す
る」との立場を示した（47）。そして 6 月 17 日の金
与正談話に対しては、「これまで南北首脳間で積
み上げてきた信頼を根本的に毀損する事」であり、
非公開で提案した特使派遣を一方的に公開するの
は非常識だとして再び強い遺憾を表明した（48）。

（2）	状況管理のための努力
それでも、南北融和及びそのための南北協力を

目指す文政権の姿勢は維持されたと言ってよい。
文大統領自らも、南北共同連絡事務所の爆破を経
てもなお機会あるごとに北朝鮮に対する協力の呼
びかけを続けた。事務所爆破から 1 週間後の朝鮮
戦争開始 70 年の節目にあたる演説では、「南北間
体制競争は既にだいぶ前に終わりました。我々の
体制を北に強要する考えはありません。（中略）
平和を通じた南北共生の道を探し出します。統一
を語る前にまず仲の良い隣人になることを望みま
す（49）」と表明した。8 月 15 日の光復節演説でも、

「南北協力こそ南北双方にとって核や軍事力への
依存から脱却できる最高の安全保障政策です」、

「防疫協力や共有河川の共同管理により、南北の
国民が平和の恩恵を実質的に体感できることを
願ってやみません」、「南北が共同調査と着工式ま
で行った鉄道連結は、未来の南北協力を大陸へと
拡張する核心動力です（50）」と述べて、どのよう
な分野からでもいいので南北の協力を実現したい
思いを吐露した。

加えて、文政権は北朝鮮の対米方針や交渉姿勢
をなんとか転換させるために、2018 年から主張
し続けている「終戦宣言」の必要性を米国はじめ
国際社会に再び訴えた。オンラインによる 9 月の
国連演説において文大統領は、「朝鮮半島の平和
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は北東アジアの平和を保障し、さらに世界秩序の
変化に肯定的に作用するでしょう。その始まりは
平和に対する互いの意志を確認できる朝鮮半島

『終戦宣言』であると信じています。『終戦宣言』
を通じて和解と繁栄の時代に前進できるよう、国
連と国際社会も力を合わせてください（51）」と訴
えたのである。

ところが、文大統領の国連演説とほぼ時を同じ
くして、北朝鮮が延坪島周辺海域で韓国人公務員
を射殺して遺体を焼却する事件が起こり、韓国内
外の世論が北朝鮮を激しく非難する状況となった。
文政権は NSC 常任委員会を開き、北朝鮮に対し
て事件に対する全ての責任を取ること、真相を究
明し責任者を処罰すること、謝罪して再発防止措
置を取ること等を求める声明を出した（52）。文大統
領も、「いかなる理由でも容認できない。北朝鮮
当局は責任ある答弁と措置を取るべきである」と
述べた（53）。

この事件により南北間の緊張が一層高まるかに
見えたが、北朝鮮は 9 月 25 日に朝鮮労働党中央
委員会統一戦線部名義の通知文を韓国側へ送り、
その中で金正恩委員長が「文在寅大統領と南の同
胞に大きな失望感を与えたことに対し、大変すま
なく思う」と述べたことを伝えた（54）。文大統領
は 9 月 27 日に安保関係閣僚会議を主宰し、北側
の迅速な謝罪と再発防止を肯定的に評価すること
や事件経緯と事実関係を明らかにするための南北
共同調査を北側に求めること等を決めた（55）。さ
らに翌日の青瓦台秘書陣との会議でも、「事態を
悪化させ南北関係を元には戻れない状況にするこ
とを望まない北のはっきりした意思表明として評
価します。（中略）北朝鮮の最高指導者としてす
ぐに直接謝罪したのは史上初めての非常に異例な
ことです」として金委員長の言葉を評価した（56）。

以上のように、北朝鮮の言動により南北間の緊
張が繰り返し高まった際にも、北朝鮮に対する強
い遺憾や警告の発出、謝罪の要求をしながらも、
北朝鮮には南北協力を呼びかけ、国際社会には終
戦宣言などの環境整備を要請する文政権の 2018
年以来の姿勢には変わりはなかった。9 月 25 日に
は朝鮮労働党統一戦線部が通知文を送ったことを
受けて、徐薫・国家安保室長は文大統領が同月 8

日に北朝鮮の台風被害を見舞う親書を金正恩委員
長に送り、12 日に金委員長から返信を受けたこ
とを双方の親書内容とともに公開した。北朝鮮か
らの挑発的言動が続いたとはいえ、南北首脳間の
関係は維持されており、更なる事態悪化を防ぐ状
況管理はできていることを示すかのようであった。

2020 年 11 月の米国大統領選挙でのバイデン民
主党候補当選後も、南北対話・協力と米朝交渉の
再開を目指す文政権の方針に変わりはなかった。
米大統領選後まもなく文大統領は、「今までトラ
ンプ政権との間で成し遂げた大切な成果が次期政
権へとつながり、さらに発展していくよう最善を
尽くします（57）」と述べ、トランプ政権期に実現
した米朝交渉をバイデン政権が引き継ぐことを希
望し、そのために働きかけていく姿勢を見せた。

おわりに

本稿は、文在寅政権の「朝鮮半島平和プロセス」
について、「朝鮮半島平和体制」構築の試みとい
う観点から考察を進めてきた。これまでの考察を
総合すると次のことが言えよう。

まず、文政権は 2018 年からのプロセスにおい
て、当初から終戦宣言の実現を優先的に目指して
きたことが確認できた。文政権の平和体制の定義
からうかがい知れるように、「停戦体制を代替す
る」ための第一歩として、政治的な宣言によって
実現できる平和へと向かう象徴的な措置と考えら
れたからである。また、盧武鉉政権を人的にも理
念的にも継承する文在寅政権にとって、2007 年
10 月の南北首脳会談合意文書である「10・4 宣言」
に明記されながらも実現できないままの終戦宣
言は、まず取り組むべき課題であったと言える。

「板門店宣言」の終戦宣言に関する文言が「10・4
宣言」とほぼ同じであることはそれを物語ってい
るし、「平和協定に転換」とさらに踏み込んだこ
とは終戦宣言への楽観的な見通しを示すもので
あった。

それではなぜ終戦宣言を実現できず、ひいては
平和体制構築の試みは頓挫したのだろうか。一義
的な理由は、文大統領も繰り返し確認したという
金正恩委員長の「完全な非核化への確固たる意思」
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を行動に移すことができなかったからである。シ
ンガポール米朝首脳会談で実現する可能性のあっ
た終戦宣言が実現できなかったのは、米国側がそ
れに見合う北朝鮮の非核化に向けた措置を求めた
ためである。それを念頭に、文政権は「9 月平壌
共同宣言」で東倉里のミサイル発射場と寧辺の核
関連施設の永久廃棄を盛り込むことには成功した
が、北朝鮮を措置の実行に導くことは遂にできな
かった。寧辺核関連施設の廃棄には「米国の講じ
る措置に応じて」という但し書きが付されていた
が、東倉里のミサイル発射場にはそうした留保は
なく廃棄は可能かに思われたにもかかわらずであ
る。結局、非核化との関連で北朝鮮が取った措置
は豊渓里核実験場の坑道爆破であったが、国際的
な監視団や検証を受け入れないままの一方的措置
となり、米国から何らの譲歩や相応の措置を引き
出すことにならなかった。

文政権が「仲裁者」を自認したにもかかわらず、
米朝交渉の中身や方向性に大きな影響を及ぼすこ
とができなったこともまた、平和体制構築の試み
が頓挫した一因である。確かに、史上初の米朝首
脳会談の実現に際して、文政権が米朝両国を引き
合わせるために「朝鮮半島平和プロセス」の初期
段階で果たした役割は重要であった。しかし、シ
ンガポール米朝首脳会談を経て、首脳同士あるい
は首脳に直結する米朝直接のチャネルが開かれて
以降、文政権は米朝関係の進展を左右するような
影響力を及ぼすことはできなかった。

非核化と平和体制構築のためには米朝交渉の行
方が鍵を握る中で、文政権は北朝鮮だけでなく同
盟国である米国との歩調があっていたとも言えな
い。2018 年から 2020 年にかけての南北・米韓・
米朝関係の連鎖による一連のプロセスは、「トッ
プダウン・アプローチ」と言われたように首脳の
個性に強く依存していた。そのため、同盟関係の
米韓間であってもプロセスの行方に関して実務レ
ベルによる緊密な政策調整と履行が十分なされて
いたとは言い難かった。トランプ大統領による
トップダウン・アプローチだからこそ、朝鮮戦争
の停戦以来 65 年以上続く体制を急速かつ劇的に
変える可能性があり、文政権はその可能性に大い
に期待していたが、しかしそれは文政権の「段階

的・包括的アプローチ」とは相容れない部分が
あった。

米韓の対北朝鮮政策を調整する場としての実務
者レベルのワーキング・グループ（WG）設置は、
文政権からすればトップレベル・アプローチの不
透明性や予測可能性の低さを減らして円滑かつ着
実に平和体制を構築していくことを意図していた
はずである。しかし実際には、米韓 WG は南北
協力を進めたい文政権にストップをかける役割を
果たした。対北朝鮮経済制裁の緩和や例外措置の
適用を求める韓国側に対して、米国側は消極的な
姿勢で一貫したからである。そのため、南北協力
事業の推進を目指す文政権の支持層は米韓 WG を
否定的に見ていた。北朝鮮側が韓国を米国の言い
なりと見做した理由のひとつもここにあったと言
える。南北首脳による 2 つの合意文書で謳われた
協力事業が進まなかったことで、南北経済共同体
の実現という文政権の目標は早々に頓挫した。

最後に、文政権が平和体制構築に際して最も重
視していたと言える南北関係の改善に関して、確
かに 3 回の首脳会談と「板門店宣言」、「9 月平壌
共同宣言」そして軍事分野合意は、李明博・朴槿
恵政権期の停滞し後退した南北関係とは全く対照
的な南北の関係性を象徴する成果であった。特に
軍事分野合意とその一部履行は、文政権が注力し
た南北の軍事的緊張緩和に寄与する面があった。
しかし、南北共同連絡事務所の爆破に明らかなよ
うに、2019 年以降の北朝鮮の韓国に対する言動
を見れば、南北関係が改善したとは言い難い状況
が朝鮮半島にあることもまた事実である。南北関
係については金大中・盧武鉉政権の路線の継承を
掲げた文政権ではあったが、当時とは南北関係及
びそれを取り巻く状況と構造が大きく変容し、か
つての関係への復帰やそれを前提とした関係の発
展はできなくなった。文大統領がベルリン演説で
述べた通り、北朝鮮の核・ミサイル能力が高度化
したこと、それに比例して国連安保理決議等によ
る対北朝鮮経済制裁が厳しく課されたことが南北
関係改善の大きな制約であり続けている。それゆ
え、文政権が目指したような朝鮮半島平和体制の
構築には米国はじめ関係各国との協力がさらに必
要になっている。本稿では分析の対象外としたが、
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文政権期に激しさを増した米中両国の戦略的競争
もまた朝鮮半島平和プロセスに及ぼす影響が一層
大きくなっている。文在寅政権の任期終了後、国
際的な制約要因を分析射程に収めつつ、本稿の考
察がより豊かになるように再度検討を行いたい。
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